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「三田学会雑誌」90巻 1 号 （1997年 4 月）

利潤について（I)

寺 出 道 雄

(1) はじめに

経済の生産物の利潤と賃金への分割のあり 

方は，資本家と労働者の交渉力によって左右 

され得るととらえることができる。すなわち， 

特定の社会の，特定の時代に存在する， それ 

自身としては直接に「経済的」な要因に還元 

し 得 な い よ う な 「力」， いいか えれ ば歴 史  

的 • 文化的な要因によって決定される「力」 

が，経済の分配関係を左右すると考えること 

ができるのである。 しかし， そうした資本家 

と労働者の「力」の関係そのものは，背反関 

係にある利潤と賃金のそれぞれを，大きくし 

たり小さくしたりする「経済的」な 「力」が 

作用する中でのみ作用し得るものであろう。 

本稿は，分配関係の決定における， 「経済 

的」 な要因と，先にふれたように，直接に 

「経済的」 な要因に還元できないという意味 

で 「非経済的」な要因とのからみあいの様相 

を，利潤の概念の検討を通じてさぐることを 

目的とした連作の一部である。

そうした目的を持った連作のための序論と 

して，本稿では， 自己の利潤を資本蓄積の原 

資とする個人企業の存在を想定して， スミス 

から， リカードやマルサスを経て，マルクス 

にいたる経済学者たちの視角から， もっとも 

単純な契機における利潤の存在について簡単 

な概観を得ておくことにする。

以下， ( 2 ) では，議論の枠組みがしめされ 

る。 （3 ) では，古典派の経済学者たちやマル 

クスが，正の利潤の存在する状態を，利潤が 

存在しない長期均衡状態を基準として， その 

長期均衡状態からの乖離として描写していた 

ことが述べられる。 そして， （4 ) では，マル 

クス的な視角によって，利潤が存在しない状 

態からの正の利潤の形成がどのようにとらえ 

られるかが一瞥される。

(2) 設 定

1 生 産 財 を 生 産 す る 部 門 （第 1 部門） と 

消 費 財を 生産 する 部門 （第 2 部門）からなる 

経済を想定しよう。 そこでは，冗 ，ル で ，

沿
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そ れ ぞ れ 第 1 ，第 2 部門の資本量を，U ,  

L 2 で， それぞれ第 1 ，第 2 部門の雇用労働 

量 （労働者は 1 人 1 期当たり 1 単位の労働を生 

産に支出する） を表すと，

資本 労働 総生産物 純生産物

生産財生産部門 U  --> Fi Z - K ,
消費財生産部門 k 2 し -— Y2 y2- k 2

となっているとする。すなわち， そこでは， 

流動資本であるような生産財が考えられてい 

るのである。

さて， ここで，消費財が同時に貨幣財であ 

るとし，消費財の量で表現された生産財の価 

格 を A 同じく，消費財の量で表現された賃 

金 率 を w とし，均 等 利 潤 率 を r とすると， 

賃金が後払いされるとして，両部門の総生産 

物 Yu F2 が，資本の回収部分と，資本家の 

利潤と，労働者の賃金に分割されることは，

(1 +  r )  pK i-\~ w L i= pY i  ①

(1 +  r )  p K 2 + w L 2= Yz ②

で表現される。

一方，資本家は， その資本の回収部分を再 

投資するとともに，利 潤の一定率 s (三投資 

率。0 < K 1 ) を新投資にあて，利潤の残りす 

ベ て d  — 消費率）を消費に支出すると考 

える。一方，労働者は， その賃金のすべてを 

消費に支出すると考える。 そうすると，両部 

門で需要と供給が一致するとすれば，

(1 + sr) p(Ki  + K2)=pYi  ③

( l - s ) r p ( K i  + K2) + w ( L 1 + L 2) = Y 2 

が成立することになる。 しかし，①，②を前 

提すると，以上の 2 式の一方は他方の存在か 

ら導かれることになるから， ここでは，①， 

②，③を取り上げることにしよう。

①，③を凡！で，② を / G で割って，経済 

を 「縮尺」すると，計算をおこなううえで•便 

利である。 そうすると，

(1+  r ) p  + ciw = pd \  ① 一 2

( l  + r ) p  + c2w =  d2 ② 一 2

(1 +  s r )  ( l  + /c) =  di ③ _  2

が 1専られることになる。 ここで， q ， c2 は， 

それぞれ第 1 ，第 2 部門の労働の資本装備率 

( 三凡 /ム ）の逆数を， また， d u ふは，それ 

ぞれ第 1 ，第 2 部門の総生産物で定義された 

資本係数（三兄/ねの逆数をしめすことにな 

る。 さらに， k は，第 1 部門の資本量にたい 

す る 第 2 部門の資本量の比率（= 尺2/凡)，す 

なわち資本量の部門比率をしめすことになる。

2 ここで，① 一 2 ，② 一 2 ，③ 一 2 で描 

写される経済において，各部門の労働の資本 

装備率と，資本係数， さらに，資本家の投資 

率が所与で既知であるとすると， その 3 つの 

方程式には， r ， w, p , ん の 4 つの未知数 

が含まれることになる。 したがって， そこで 

は，例えば，賃金率ないし利潤率が決定され 

れば，経済の様相は確定されることになるの 

である。

そのことを念頭において，① _ 2 ，② 一 2 

の 2 つの式から，利潤率をもとめると，

d2Kd\ — \)  — [ci-\-C2{ai — l}]w  ①

— Ci)w

であることになる。 なお， ここで，第 1 部門 

で純生産が可能である限り， 

d\ 一 1 〉 0

である。

また，① 一 2 ，② 一 2 から，生産財の価格

は，
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p = A ± i c ^ l c ^ L  ⑤

でしめされることになる。

さらに，③ ー 2 から，資本量の部門比率は，

ん=点 - 1 ⑥

でしめされることになる。

3 以上のように， この経済の様相は，賃 

金率ないし利潤率が決定されれば確定される 

のであるから， ここでは，④，⑤，⑥によつ 

て，賃金率の変動によって，利潤率，生産財 

の価格，資本量の部門比率がどのように変化 

するかをしらべてみよう。

まず，④から，賃金率の上昇は，利潤率を 

低下させることを知ることができる。

= {d2 + { c \ - c 2) ^ f < ^

である。

その場合，

d r r  2c\ d id i ic v  — C2)  
d w 2 [ゴ2 +  (ci —C2) w 〕3

であるが， その右辺の分母の中の，

ゴ2 +  ( Cl — C2) W 

は，賃金率が，後にしめす最大値 w m axをと 

っても，

ゴ ^ ！) > °

となるから，分数全体の符号は，分子の中の， 

C l — C2

の符号によって決まることになる。 それが負 

であるなら，すなわち，第 1 部門の労働の資 

本装備率が第 2 部門の労働の資本装備率より 

大きいならば，分数全体の符号は負になり，

図 1

r

T1IT2

dijdx

P

④の形状は，図 1 の右上の象限に描いたもの 

のようになる。

また，⑤から，生産財の価格は，賃金率の 

変動にしたがって，両部門の労働の資本装備 

率の大きさに応じて，上昇ないし下落するこ 

とがわかる。

C i — Cz

の値が負であるなら，生産財の価格は，図 1 

の右下の象限に描いたように，賃金率が上昇 

するのにしたがって下落するのである。

さらに，⑥から，利潤率の変化に応じた資 

本量の部門比率の変化は，

1 = ( l  + f r f  < 0

d 2k  _ 2d\ s 2 、n 
~ d ^ = ( l  + s r ) 3 U

となり，資本家の投資率が 1 の場合について 

図 1 の左上の象限に描いたもののようになる。 

賃金率の変化によるその変化は，図 1 で，矢 

印をつけた点線のように，右上の象限から左 

上の象限にたどることを繰り返して得られる。
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以上において， 図 2

w =  0 

のときには，

r  =  rmax = ゴl —l

d2
p = ^

k ( 1 —S )、(2i —1)
s (di —1) + 1

であることになる。

また， 

r  =  0 

のときには，

w =  Wmax ~  ci +  c 2( ^ - l )
d2\d\ —1)

P
Ci di

C i~ \~  C 2 ( < i i — 1 )

k  =  d\ — l

であることになる。

( 3) 利潤の消失

1 さて，①一③で描写される経済にとっ 

て，労働力人口の増大と技術進歩は与件の変 

動を意味することになる。 そうした与件の変 

動が存在しないと考えるもとで， この経済が， 

なんらかの原因によって， その最大値より低 

い賃金率が存在するという出発点におかれて 

いるとしてみよう。 そうするなら， この経済 

は， そうした出発点からどのような動きをし 

めすであろうか。 この点を，賃 金 率 w の大 

きさは，労働力市場における需給の逼迫の程 

度，すなわち，失 業 率 w の変化によって規 

定されるという，簡単でさして不自然ではな

(1)

い想定をおこなって考えていってみよう。す 

なわち，賃金率は，失業率の上昇によって低 

下し，失業率の低下によって上昇するとする 

のである。

労働力人口と技術水準が一定であるという 

前提のもとで，賃金率の決定について以上の 

ように想定すれば，資本家が， より大きな利 

潤を獲得するために資本の蓄積をおこなうな 

ら， その進行につれて，失業率は減少し，賃 

金率は上昇していくことになる。

そうした賃金率の上昇によって，図 2 のA  

の経路でしめされるように，失業率がゼロに 

なる以前に賃金率が最大値に達するかもしれ 

ない。 そこでは，失業率が蜘である状態で  

資本蓄積は停止されることになる。 また，賃 

金率の上昇によって，図 2 の B の経路でし 

めされるように，失業率がちようどゼロに達 

したときに賃金率が最大値に達するかもしれ 

ない。 そこでは， その失業率がゼロである状

( 1 ) こうした想定の含意は別稿で述べることにして，本稿では，ただそう想定しておくことにする。
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態で資本蓄積は停止されるであろう。

しかし，図 2 の C の経路でしめされるよ 

うに，失業率がゼロになっても，賃金率はそ 

の最大値に達しないかもしれない。だが， こ 

うした，失業率がゼロになったもとで，賃金 

率がその最大値より低く，正の利潤が存在す 

るという状態は矛盾を含んでいる。 なぜなら 

ば， そこでは，利潤の一部は資本蓄積にあて 

られると想定されているが，人口と技術水準 

が一定のもとでは，失業率がゼロに達すれば， 

資本蓄積はもはや—— そのための追加労働力

が得られないのであるから ------ おこない得な

いからである。資本蓄積がおこなわれない状 

態に対応する賃金率は，利潤率をゼロとする 

値のみであり，C の経路の場合にも，賃金率 

はその最大値に達することになるのである。 

すなわち，失業率がゼロとなったもとで資本 

の蓄積をおこなおうとする資本家の行動は， 

労働者の引き抜きを生みだし，賃金率を上昇 

させ，利潤率がゼロとなり，資本の蓄積が本 

来存在し得ない状態をつくりだしていくこと 

になるのである。C の経路がとられる場合に 

も，失業率がゼロになったもとでは，賃金率 

はその最大値に達することになる。

こうして，賃金率の決定は，

u — 0 では，

W ~ > 'Wmax

でしめされることになるのである。労働力人 

ロと技術水準が一定のもとでおこなわれる， 

より大きな利潤をもとめる資本家間の資本の 

蓄積を含んだ競争の進行は，賃金率がその最 

大値に達して，利潤率がゼロになる状態を生 

み だ す こ と に な る （Robinson [1956] ) ので 

ある。

その場合，図 3 にしめされるように，利潤 

率が低下するのに応じて資本家の蓄積意欲が 

刺激されなくなり，資本家の蓄積意欲の低下 

に対応して， その消費率が増大するとすれば，

資本の蓄積の停止と，正の利潤の存在は両立
(2 )

することになる。 しかし， そこで，資本の蓄 

積の停止のもとで存在しうる正の「利潤」 と 

は， その資本蓄積の停止が永続的なものであ

図 3

投資率

/ ( 0 )  ^  Wmax のとき，

W =  f  (U) ; / ' < 0

f  (0) <  Wmax のとき，

0 < u < 1 では，

w  =  f { u )  ; / '  <  0 0

( 2 ) ここで，資本家が，その所得の一部を消費も投資もしなくなると考えれば，まったく別の議論 

の余地がひらけてくるが，それは本稿では取り上げない。
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る限りは，資本家の生産過程を指揮• 監督す 

る 「労働」に 対 応 す る 「賃金」に他ならない 

であろう。資本の蓄積の停止が永続的なもの 

である以上， そこには， より大きな利潤をめ 

ざして競争するという，資本家本来のイ亍為は 

存在し得ない。競 争 の 進 が ， そうした資本 

家の行為そのものを不要にし， そうした行為 

に対応する所得を消失させていってしまうの 

である。

そうした指揮 • 監 督 労 働 の 「賃金」は， そ 

うした労働が生産過程における労働をおこな 

う労働者によってもおこないうる程度に応じ 

て，すなわち，資 本 家 の 「労働」の遂行が普 

通の労働者との競争にさらされる程度に応じ 

て，普通の労働者の賃金率に接近していくで 

あろう。資本家間の競争は，資 本 家 の 「賃 

金」 を上回る利潤を消失させていくのであり， 

そうした資本家の「賃金」の存在を捨象すれ 

ば，利潤は存在しなくなるのである。 そこで 

は，利潤が存在しないのであるから，利子を 

生産的利子，すなわち，利潤の分岐形態と定 

義すれば，利子も存在しないことになる。

2 労働力人口が一定であり， また，技術 

水準が一定であるなら，長期的には正の利潤 

は存在し得ない。資本の蓄積がおこなわれる 

ことによって，K ，ムの値が増大しても， 

技術水準が一定である限り， そ の 「縮尺」率 

に 変 化 は 生 じ る も の の ，① 一 2 ，② 一 2 ，

③ 一 2 は相変わらず妥当するのたから，賃金 

率や，生産財の価格や，資本量の部門比率は， 

図 1 において矢印でしめしたような変化をお 

こない， それぞれが，利潤率がゼロである点 

に対応する値をとることになるのである。 そ

うした，利潤率がゼロとなる点を，①ー③で 

描写される経済の長期均衡点と呼ぶことがで 

きる。

そうした長期均衡点ではどのような事態が 

成立しているであろうか。 ここでは， その点 

を見るために，生産財，消費財各 1 単位を生 

産するために，直 接 •間 接 に 必 要 な 労 働 量  

(商品の投下労働量= 1 /商品の生産の労働生産 

性） と消費財 1 単位で雇用できる労働量（消 

費財の支配労働量）をもとめておこう。

そうした，生産財の投下労働量 n ，消費 

財の投下労働量 r2 は，

Ti + Cl = Ti dx CD

ri +  c2 = て2 d2 ⑧

で決定される。

T 一 Ci 
r i —

。_ Ci +  C 2(d i-1 )

である。

また，消費財の支配労働量び2 は，

び2 =去 ⑨
で決定される。

そうした投下労働量と支配労働量の概念を 

用いれば，長期均衡点においては，

n =   =  I l
ci + c2(di — l) r2

_  1 _  ci + c 2( d j - l )  _
び2 — d M - 1 ) ~ T2

が成立していることになる。

すなわち，長期均衡点では， i ) 消費財の 

価格にたいする生産財の価格の比率は，消費 

財の投下労働量にたいする生産財の投下労働 

量の比率に等しくなり， i i ) 消費財の支配労 

働量は， その投下労働量に等しくなるのであ
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る。

こうした，利潤が存在せず，商品がその生 

産に投下された労働量に比例して交換される 

という状態が， その限りでは， スミスのいう 

「初 期未 開の 社会 」 (Smith [1959], p.47. 邦 

訳， l_p_185. ) と同じであることはいうまで 

もない。 しかし， そこでは， スミスのいうよ 

うに， いまだ資本の蓄積に先行しているから 

ではなく，すでに資本の蓄積が十分におこな 

われているから，利潤は存在せず，商品はそ 

の生産に投下された労働量に比例して交換さ 

れるのである。 ここで，正の利潤が存在する 

ためには，賃金率がその最大値 wma xを下回 

らなければならないのであるから，マルサス 

がいうように，

— - 1  >  0

が成立し，支配労働量が投下労働量を上回ら
(3)

なければならないのである。

それは，

と書きかえられる。労働者が 1 人 1 期当たり 

1 単位の労働を支出しているということを想 

起すれば， これは，マ ル ク ス のい う 「搾取 

率」が正であることを意味することになる 

(置 塩 [1977])。

商品の投下労働量そのものは，⑦，⑧にし 

めされるように，技術の条件によってのみ決 

定される値であり，分配関係には依存しない。 

しかし，長期均衡点における交換比率は，交 

換される 2 商品の投下労働量の比率に等しく 

なる。投下労働量を，商品が交換において本 

来持つ力，すなわち，商 品 の 「価値」の尺度 

(マルクスのいう内在的尺度） とした上で，商 

品の実際の価格がその「価値」から乖離しう 

るものと考えることは，資本家間の競争がそ 

こに収斂する長期均衡点における価格を基準 

として，正の利潤が存在するもとでの価格を 

とらえていることに帰着するのである。そし 

て，賃金と労働の交換によってもたらされる， 

生産物の資本家と労働者への帰属関係である 

分配関係を，商品の投下労働ないし支配労働 

の概念を用いて記述することは，正の利潤が 

存在するもとでの分配関係の，長期均衡点に 

おける分配関係からの乖離ないし歪みを計測 

する ことに帰着するのである。

こうして，商品の投下労働量ないし支配労 

働 量 を 商 品 の 「価値」 をはかる尺度として用 

いた， スミスから， リカードやマルサスを経 

て，マルクスにいたる経済学者たちは，彼ら 

にとって資本主義経済の常態であった正の利

( 3 ) マルサスは「経済学原理」で次のように述べている。

「資本の蓄積，およびそれが富と人口を増大させる度合いは，労働を働かせるその能力に，い 

いかえれば，労働を支配するその能力にほとんどまったく依存している。商品がどんなに豊富に 

存在しようとも， もし，その商品が，それを生産するのに費やされた労働より大きな量の労働を 

支配し得ないような性格のものであるか，価値においてそうしたところまで下落するなら，資本 

の真の永続的な増大を引き起こすことはできないであろう。そうしたことが永続的な原因から生 

じるなら，資本の蓄積は最終的に止んでしまうであろうし，そうしたことが暫くの間のみ生じる 

なら，蓄積は一時的に停止されるであろう。」 (Maltus [1989], p . 1 2 0 .邦訳，上 . p.170. 訳は変 

更した.）
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潤が存在する状態を，正の利潤が存在しない 

長期均衡状態を基準として， その長期均衡状

態から乖離した状態として描写していたこと
(4)

に な る （Schumpeter [ 1 9 7 7 ] )のである。

( 4) 正と負の利潤

1 さて，前節において，労働力人口と技 

術水準が一定であるなら，正の利潤が存在す 

ると前提しても， より大きな利潤を目指す資 

本家間の競争は， そうした正の利潤を消失さ 

せていってしまうことがしめされた。 その点 

は，正の利潤が持続的に存在するためには， 

労働力人口の増大の持続的な流れか，技術進 

歩の持続的な流れのいずれか一方， ないし双 

方が存在しなければならないことを示唆して 

いるといえるであろう。 その点の詳しい検討 

は次稿以降の課題となるのであるが， ここで 

は，次稿以降の論点を先取りする形で，マル 

クスの議論によりながら，新技術を率先して 

導入しようとする資本家間の競争について一 

瞥しておこう。 というのは，利潤が存在せず， 

資本の蓄積がおこなわれないような状態は 

—— 先にふれたように， スミスから， リカ一 

ドやマルサスを経て，マルクスにいたる経済 

学者たちが考えていたように， まさしく利潤 

とそれを原資とする資本の蓄積の存在によっ 

て特質づけられる—— 資本主義の概念に反す 

る状態だからである。なお， ここでも，労働

力人口が一定であるという前提は維持してお 

こつ。

2 今，簡単な設例として，第 2 部門にお 

いて，消費財の生産の労働生産性を高めるが， 

生産財の生産の労働生産性の変化には依存し 

ていないような技術変化，例えば，第 2 部門 

の旧技術での労働の資本装備率の逆数を d ， 

新技術での労働の資本装備率の逆数を d と 

して，

d  > cl

であるような技術進歩が生じたとしよう。

その場合， 旧来の長期均衡点では，

p  +  C\w  =  p d \ ⑩

p + c°w — di ⑪

が成立しているから， そこでの生産財の価格

P0 と賃金率ノはそれぞれ，

no =  ci d 2
C i十 c° (di — 1)

..,o _  d2(a i — l )

であることになる。

一方，新生産方法が普及しきったときの長

期均衡点では，

p  +  C\w =  pd \ ⑩

p + c\w =  dz ⑩

が成立するから， そこでの生産財の価格 p 1

と賃金率w 1 はそれぞれ，

n — gl
1 Ci + c\ (di — 1)

— d 2{ d i ~ \ )
W  一  Cl +  d U - D

( 4 ) 商品の支配労働量が，商 品 の「価値」をはかる尺度として用いられる場合にも，商 品の「価値」 

の大きさをはかる「めもり」そのものは，商品の支配労働量が投下労働量と等しいときを基点と 

して刻まれるのであるから，正の利潤が存在するもとでの商品の価格は，やはり長期均衡価格か 

らの乖離においてとらえられていることになる。
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であることになる。 で決定される。

'—'—

P °  <  P 1 
W °  <  w 1

となることはいうまでもない。すなわち，新 

技術の導入によって生まれる需要と供給の不 

均衡によって， それらの値は一時的には低下 

するかもしれないにせよ，究極的には上昇す 

るのである。第 2 部門の労働の資本装備率が 

上昇するということは，第 2 部門の資本 1 単 

位当たりに必要な労働量が低下するというこ 

とであり，かつ，賃金率の可能な最大値が上 

昇することになるのであるから， そこでは， 

労働力人口が一定であっても，第 2 部門にお 

ける資本の蓄積， したがって，第 2 部門に生 

産財を供給する第 1 部門における資本の蓄積 

の余地が生まれるのである。

ところで，新技術を導入した資本家の個別 

的 利 潤 率 r 1 は，

( 1 + r 1) p  + d w  =  di ©

P =  P°

のとき，⑪が成立するのだが， その旧来の長 

期均衡点における生産財の価格と賃金率で評 

価して，新技術を導入する資本家の個別的利 

潤率は， 

r 1 >  0

となるから，資本家は新技術の導入を開始す
(5)

る誘因を持つことになる。

また， その，新技術の導入がおこなわれた 

とき，

P =  P 1

に至って，⑫が成立するのだから，生産財の 

価格と賃金率がそれぞれ，P0, W から上昇 

を始めても，P 1， W1 に到達するまでは， 

r 1 >  0
(6)

であることになるのである。

一方，新技術の導入が遅れ， 旧技術で操業

( 5 )  ◎ ，⑬から，

p° +C2W°=(1 + r 1) p°+C2W°
となるが，その両辺の第2 項同士を比べれば，

C ° w °  >  C2 W 0

である。 したがって，等号が成立するためには，第 1 項同士で， 

p° <  ( l  +  r ^ p 0 
でなければならないから， 

r 1 >  0 

となる。

( 6 ) ⑫，⑬から，

p 1 + C2 W1= {\ + r l)p  +  C2 W 
となるが，その両辺の第2 項同士を比べれば，

W 1 >  u>

なb ，

C 2 W 1 >  C 2 W

である。 したがって，等号が成立するためには，第 1 項同士で，

p 1 < (1 +  r l)p ，
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している資本家の個別的利潤率 r Qは，

(1 +  r°) p +  c lw  =  di @

で決定される。先にふれたように，

P = P °

のとき，⑪が成立するのだから，生産財の価 

格と賃金率がそれぞれ， p 0, から上昇を 

始めれば， 

r° <  0
(7)

であることになるのである。

3 新技術の導入 • 普及のプロセスの中で， 

資本家は，正の利潤を獲得する可能性を持つ 

と同時に，負の利潤を得てしまう可能性を持 

つのである。逆にいえば，資本家は，正の利 

潤を獲得する可能性を追求し，負の利潤を得 

てしまう可能性から逃れるために，率先して 

新技術の導入をおこなおうとするのである 

(Marx [ 1 9 5 4 ]第 1 部第10章)。

前節で単独にその存在が前提された正の利

潤は，技術進歩によって，利潤が存在しない 

長期均衡状態のもとから呼び起こされたもの 

としては，負の利潤の存在と結びついている 

ものであった。負の利潤，すなわち，損失の 

帰属は，資本家の資本家としての存在を否定 

する可能性をはらんでいる。 自己の独自の所 

得としての利潤のより大きな正の量をもとめ 

るという資本家の積極的な行動は， それを停 

止してしまえば， 自己の資本家としての存在 

もが否定されうるという事態を背後に含んで 

いたのである。

もちろん， そうした資本家による新技術の 

導入をめぐる競争の存在は，新技術の普及の 

もとで，利潤率がゼロとなる長期均衡点へ向 

かう動きの存在を意味することになる。そう 

した利潤の消失をさけるためには，引き続き， 

さらに新たな技術の導入が必要になる。新技 

術 の 導 入 . 普及のプロセスの中で，資本家が， 

正の利潤を獲得する可能性を持つと同時に，

\ でなければならないが，

P 1 >  P 

なら， 

r 1 >  0 

となる。

( 7 ) この場合にも， （6 ) でしめしたのと同様の推論が成りたつ。@，⑭から， 

p0 +  cf w 0 = (1 +  r 0) p +  c°w 
となるが，その両辺の第2 項同士を比べれば，

W°  <  W

なら，

ciw0 < c°w
である。 したがって，等号が成立するためには，第 1 項同士で， 

p° >  (1 +  r°)p  
でなければならないが，

P° <  P 
なら， 

r° <  0 

となる。
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負の利潤を得てしまう可能性を持つこと自身 

が， そうしたさらに新たな技術の導入の可能 

性を追求させ，実現させていくであろう。 こ 

うして，経済が長期均衡点に向かう動きは， 

経済を長期均衡点から乖離させる動きによっ 

て一時的に妨げられ， そうした長期均衡点か 

ら乖離させる動きそのものが，経済が新たな 

長期均衡点に向かう動きの出発点を与えるこ 

とになるのである。

したがって，前節でしめした， より大きな 

利潤をもとめる競争そのものによって，結果 

的に正の利潤をみすみす消失させていってし 

まうという，一見すると不合理な資本家の行 

動は， そうした，新技術の導入によって，正 

の利潤をもとめ，負の利潤から逃れようとす 

る資本家間の競争の中から抽象されたものと 

して， よりよく理解しうるものだったのであ 

る。 そして， そうした抽象によって得られた， 

正の利潤の消失という結論は，逆に，新技術 

の導入が頻繁に繰り返される結果，絶えず新 

旧複数の技術が併存し， したがって，労働力 

人口の増大が存在しないとして，絶えず正と 

負の利潤が併存するような資本主義経済の常 

態にひそんでいる，資本家間の競争の純粋な 

帰結をしめすものであったのである。

(経済学部教授）
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